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新潟県におけるＰＦＩ推進の取組

平成15年2月

新潟県　総務部　新行政推進室
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１．基本的な考え方
「外部委託・民営化等推進要綱」（Ｈ１４．６月）

○　行政サービス提供業務の民間への開放・移転
を推進　（櫓を漕ぐ行政から舵を取る行政へ）

　→　サービスの向上・行政のスリム化・

　　　　　　　　　　　　　民間のビジネス機会の拡大

　　　①　業務の外部委託

　　　②　施設サービスの民営化

　　　③　ＰＦＩの推進

　　　④　県出資法人の改革
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２．これまでの県の取組

①　庁内で「ＰＦＩ研究会」（Ｈ11）

　　　→　「ＰＦＩ研究報告書」の取りまとめ

②　パイロット事業の選定（導入準備調査）（Ｈ13）

③　「ＰＦＩ合同研究会」の設置・研究（Ｈ13）

④　「新潟県ＰＦＩ活用指針」策定（Ｈ14．3）

⑤　「ＰＦＩ評価委員会」の設置（Ｈ14.10）

⑥　パイロット事業の実施方針策定（Ｈ15.2）
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導入準備調査　/社会福祉施設

事業期間10年、事業方式:BOT、定員70人

→ PFI導入は合理的

20.3 ％ＶＦＭ（％)

424百万円ＶＦＭ（額）

1,663百万円ＰＦＩ

2,087百万円ＰＳＣ
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導入準備調査　/県営住宅

事業期間３０年、３６戸、事業方式：ＢＴＯ、大規模修繕含む。

ＰＳＣ：　県直営方式　　　　　　　　　ＰＳＣ：　市町村委託方式

この規模では、ＰＦＩ事業化は合理的でない。

　　１．７％ＶＦＭ（率）

　　５百万円ＶＦＭ（額）

３０６百万円ＰＦＩ

３１１百万円ＰＳＣ

　ｰ１６．０％ＶＦＭ（率）

ｰ４２百万円ＶＦＭ（額）

３０６百万円ＰＦＩ

２６４百万円ＰＳＣ
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導入準備調査　/県立高校

事業期間２０年、ＢＴＯ、大規模修繕含む。

運用開始後は、施設の維持管理業務のみ。

この事業範囲で
は有意な定性的
メリットは見いだ
しにくい。

2.7 ％ＶＦＭ（％)

129百万円ＶＦＭ（額）

4,590百万円ＰＦＩ

4,719百万円ＰＳＣ
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３．新潟県ＰＦＩ活用指針

第１章 ＰＦＩ導入の基本的考え方

「公共施設等の整備（新設、改築等）
を検討する場合には、建設から運営ま
でを見通したＰＦＩの導入を積極的に
検討するものとする。特に大規模施設
の整備に当たっては、必ずＰＦＩの導
入を選択肢として検討した上で整備、
運営方式を決定するものとする。」
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新潟県版ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃｽﾃｨﾝｸﾞ
＜ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃｽﾃｨﾝｸﾞとは＞

　英国大蔵省　　1994年11月

　ＰＦＩ方式を検討しない公共事業には、一切
予算を付けない。検討の義務付け。

現場の混乱と不満

反省点は多いがＰＦＩの定着には必要だった？
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４．事務の標準化（負担の軽減）

○　「活用指針」で導入過程をマニュアル化

○　導入検討作業の標準化

　　・　ＰＦＩ評価委員会の設置（Ｈ14．10）

　　・　「ＰＦＩ検討調書」と「ＶＦＭ算定シート」
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「ＰＦＩ検討調書」

事業担当課が作成

＜構成内容＞

　　①　事業概要

　　②　ＰＦＩ基本適性の判断

　　③　制度的障害の有無

　　④　効果の大きさ

　　⑤　運営業務洗い出し
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「ＶＦＭ算定シート」①

簡易ＶＦＭ算定システム

　　　ＶＦＭ算定方法の庁内統一化

　　　　事業方式：ＢＯＴ、ＢＴＯに対応

　　　　事業期間：15年、20年、30年対応

　　　　　　計６パターンの算定が可能。
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「ＶＦＭ算定シート」②

◎事業担当課で入力

　　建設費、設計費、維持管理費等のみ

◎事務局（新行政推進室）設定欄

　　金利水準、ＤＳＣＲ、ＩＲＲ等の各種指標

指標の妥当性は「ＰＦＩ評価委員会」で判断
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導入検討プロセス

　①　事業担当課で「調書」「シート」作成

　　　　　　　　　　↓

　②　事務局で作成協力、精査

　　　　　　　　　　↓

　③　ＰＦＩ評価委員会で検討

　　　　　　　　　　↓

　④　ＰＦＩ導入可否の判断
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５．緑風園改築及び運営事業

新潟県のＰＦＩパイロット事業

　　　2月5日　実施方針公表（全国89番目）

＜事業概要＞　

　　施設の種類：　知的障害者更生施設

　　事業方式：　　 ＢＯＯ方式

　　事業期間：　　 10年間
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事業スキーム図

利用者 市町村

社会福祉法人

（ＰＦＩ事業者）

県

国

ＰＦＩ契約

建設費補助３／４

サービス対価

建設費補助２／４

設計企業

建設企業
発注

（競争入札）

市中銀行

社会福祉・医療事業団

福祉貸付

融資

利用料 支援費ｻｰﾋﾞｽ提供
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６．課　　題

○ 税制や補助制度の改正

○　地域経済への配慮の工夫

○　地元企業や自治体職員のスキルアップ

○　ＰＦＩ導入過程の透明化（ＶＦＭの算定）

○　ＥＳＣＯ事業、修繕・維持管理型事業等
への応用


